
 

 
令和 6 年度整備分             

認可保育園 
設置･運営事業者 
募集要項（整備費補助交付枠） 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

令和 5 年１１⽉  
市川市こども部 

こども施設計画課 



認可保育園 整備費補助交付枠 

 

⽬ 次 
Ａ．募集概要  
 Ａ１．補助対象となる施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

 Ａ２．整備対象地域・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

 Ａ３．申請期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

 Ａ４．開設日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

 Ａ５．整備物件に求める要件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

 Ａ６．申請資格・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

 Ａ７．その他募集に関する留意事項・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

Ｂ．運営に関する要件  
 Ｂ１．定員及び受入年齢・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

 Ｂ２．開園時間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

 Ｂ３．休園日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

 Ｂ４．給食・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

 Ｂ５．職員配置等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

 Ｂ６．通常保育以外の事業（サービス）について・・・・・・・・・・・ 6 

 Ｂ７．経理について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 

 Ｂ８．その他運営に関する要件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 

Ｃ．施設及び設備の整備に関する要件  
 Ｃ１．施設及び設備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 

 Ｃ２．近隣説明について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 

 Ｃ３．その他整備に関する要件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 

 Ｃ４．施設名称（園名）について・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8 

Ｄ．申請・審査のスケジュール・・・・・・・・・・・・・・・ 9 

Ｅ．申請⽅法・審査及び整備の流れ  
 Ｅ１．事前協議・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

 Ｅ２．本申請・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

 Ｅ３．申請事業者運営施設の視察・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

 Ｅ４．評価（審査）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

 Ｅ５．評価（審査）結果通知・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

 Ｅ６．辞退について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

 Ｅ７．提出書類の取扱い・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

 Ｅ８．失格要件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

Ｆ．整備費補助及び運営費に対する委託費・補助⾦  
 Ｆ１．整備費に対する補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

 Ｆ２．運営費に対する委託費･補助金・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

Ｇ．その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

  

  



認可保育園 整備費補助交付枠 

  

1 

Ａ．募集概要                            
 市川市では、待機児童対策及び保育サービスの拡大を目的に、令和 7 年 4 月の開設を目指

して、本市からの整備費補助を受けて認可保育園を整備する事業者を募集いたします。 

 

Ａ１．補助対象となる施設                               
【認可保育園】児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 35 条第 4 項に基づく認可を受け

て開設する保育所 

 

Ａ２．【創設・賃貸物件改修（認可保育園）】整備対象地域                      
 

（１）柏井町地域 
○柏井町１～４丁目 

※整備予定数は１施設とします。 

※保護者の自動車等による児童の送迎のための駐車場等（最低４台以上）を設けること。

ただし、同一敷地内に駐車場を設けることが困難な場合など、やむを得ないと認めら

れる場合については、施設周辺の月極駐車場等を代替えに用いることもできるものと

します。（詳細についてはＣ１.施設及び設備をご確認ください。） 

※令和 6 年度市川市一般会計予算における私立保育園施設整備費等補助金の予算額の範

囲での執行となるため、補助額が変更となる場合があります。 

※整備計画地近隣に既存の認可保育園がある場合、その他整備計画地周辺の状況等に

よっては、事業計画の見直しを求めることがあります。 

※整備対象地域外であっても、対象地域に接している道路に面している場合は、整備対

象地域として認める場合がありますので事前にお問い合せください。 

 

Ａ３．申請期間                                    
事前協議及び本申請の期間をそれぞれ下記のとおり定め、事前協議については期間中、

随時受け付けします（要予約）。なお、本申請の期間については第１次～第２次を設定し、

それぞれの期間終了後に審査を実施する予定です。ただし、待機児童数、応募のあった施

設の定員及び予算を勘案し、それ以降の募集を中止することがあります。 

※申請に当たっては、本要項に記載の整備に係る要件に該当することだけでなく、申請 

事業者において当該立地、施設等の保育環境をご考慮の上で申請してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記スケジュールについては、変更となることがあります。 

※スケジュールの詳細は「Ｄ．申請・審査のスケジュール」を参照してください。 

【事前協議】 
令和 5 年 11 ⽉ 16 ⽇（⽊）〜令和 6 年３⽉２９⽇（⾦） 

【本 申 請】 
第１次: 令和 5 年 1２⽉２５⽇（⽉）〜令和６年 1 ⽉５⽇（⾦）（審査を 2 ⽉に実施予定） 
第２次: 令和６年 4 ⽉ 1５⽇（⽉）〜 4 ⽉ 19 ⽇（⾦）（審査を 5 ⽉に実施予定） 
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Ａ４．開設⽇                                     
令和 7年 4月 1日（千葉県による認可が前提です） 

 

Ａ５．整備物件に求める要件                              
  自己所有物件又は賃貸物件であって、下記の要件をすべて満たす物件とします。 
 
（１）本要項の「Ｃ１．施設及び設備」に定める要件を満たす施設を整備できること。 

（２）既存建物である場合は、確認済証及び検査済証が交付されていること。ただし、検

査済証が交付されていない建物であっても、建築基準法適合状況調査が完了しており、

適合していることが確認できた場合や、既存不適格建物と判定されたものの、改修工

事等によって不適格な事由を是正が可能である場合は要件を満たすものとする。 

（３）建築基準法上の用途を「保育所」とするか、既存建物である場合は確実に「保育所」

に用途変更できること。なお、延床面積が 200 ㎡以下で建築確認を行わない場合は、

本申請時に建築基準法及び同法施行令上の保育所の基準（以下「法令等の基準」とい

う。）を満たす見込みである旨の建築士による証明を必要とする。 

本募集要項における設置・運営事業者として選定された場合であって、その後に保

育施設の設置が完了した時は、法令等の基準を満たす工事が完了した旨の建築士によ

る証明が必要となります。 

※保育所の用に供する面積が分かる形での証明とすること。 

（４）抵当権等の制限物権がついていないことが望ましい。 

（５）昭和 56 年 5 月以前に建築確認を受けている建物ではないこと。 

（６）土地又は建物が賃貸物件である場合は、さらに下記の３点を満たすこと。 

①原則として地上権や賃借権を設定すること又は建物の賃貸借契約期間を 10 年以上

（開設予定日を起点とする）とすること。 

②本申請時点で賃貸借契約又はその予定契約を締結しているか、貸主との間で契約を

締結することの合意を得ること。合意にあたっては、貸主･借主双方の記名捺印をし

た書面を必要とする。なお、合意書面には仲介人の記名捺印もあることが望ましい。 

※賃貸借契約書（引渡し後等に本契約となる予定契約書を含む。）を提出する場合、

当該契約書に用いる印鑑は、貸主及び借主の双方とも印鑑登録証明書と一致する

必要があることに留意すること。 

③上記のほか、「不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和について（平

成 16 年 5 月 24 日雇児発第 0524002 号・社援発第 0524008 号厚生労働省雇用均等･児

童家庭･社会･援護局長連名通知）」の定めによる。 

 
Ａ６．申請資格                                    

保育園を設置運営するための十分な資力と信用を有し、また、児童福祉事業に熱意を持

ち、継続的に安定した保育園運営ができる者で以下の要件をすべて満たす者とします。 

（１）法人格を有する者。ただし、下記を除く。 

  ①政治的な目的により設立された法人 

  ②市川市暴力団排除条例（平成 24 年市川市条例第 12 号）に規定する暴力団又は暴

力団員等と密接な関係を有すると認められる法人 

  ③共同企業体等の複数法人での申請 

（２）下記施設等のいずれかについて、３年以上の運営実績を有すると本市が認める者で

あること。 

    ①児童福祉法第 35 条第 4項の認可を受けた保育所（認可保育園） 

    ②児童福祉法第 34 条の 15 第 2 項の認可を受けた小規模保育事業（Ａ型） 

    ③就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

18 年法律第 77 号）第 2条第 6項に規定する認定こども園 
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 （３）直近期決算において､原則として自己資本比率が 10％を超えていること。 

（４）児童福祉法第 35 条第 5項に定める基準をすべて満たす者。 

（５）「保育所の設置認可等について（平成 12 年 3 月 30 日児発第 295 号（最終改正：平成

26 年 12 月 12 日雇児発 1212 第５号）厚生省児童家庭局長通知）」に示されている要件

をすべて満たす者。特に社会福祉法人及び学校法人以外の者の場合は、実務を担当す

る幹部職員が社会福祉事業に関する知識又は経験を有する者であること。 

また、直近の会計年度において、保育所を経営する事業以外の事業を含む当該主体

の全体の財務内容について、3 年以上連続して損失を計上していないこと。 

（６）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4（一般競争入札の参加者

の資格）の規定及び次のいずれかに該当しない者。 

①法人税、消費税、地方消費税、都道府県民税、市町村民税、固定資産税、都市計

画税、特別土地保有税、事業所税及びその他市川市税を滞納している者 

②社会保険料を滞納している者 

③手形交換所による取引停止処分を受けてから 2年間を経過しない者 

④本申請日前 6ヶ月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者 

（７）本要項に定めるもののほか、社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）、児童福祉法、子

ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）、

消防法（昭和 23 年法律第 186 号）、千葉県が定める児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準を定める条例（平成 24 年千葉県条例第 85 号）その他の関係法令及び通知等

を遵守して保育園を設置･運営できる者。また、保育の実施責任者である市川市からの

指導等を遵守できる者。 

 

Ａ７．その他募集に関する留意事項                           
（１）保育認定子どもの実数が「市川市子ども･子育て支援事業計画」で想定した人数を大

幅に上回って推移すると見込まれる地域が生じた場合には、整備対象地域を変更す

ることがあります。変更する際は、市川市公式Ｗｅｂサイト上

（http://www.city.ichikawa.lg.jp/）でお知らせします。 

（２）本要項に記載している設備運営要件、整備費補助、運営費、スケジュール等が改正

法令等と整合しなくなった場合は、改正法令等を優先します。その時点で申請済又

は選考済の案件についても、改正法令等に合わせるための計画内容の修正を求める

ことがあります。予めこれらの点をご了承の上、申請してください。 

（３）本要項に基づき認可保育園の設置・運営事業者として選定されても、その後の千葉

県との協議の結果その他の理由により認可保育園の設置が認められない場合があり

ます。なお、市川市はその際に生じた損害その他一切の責任を負いかねます。 
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Ｂ．運営に関する要件                        
 

Ｂ１．定員及び受⼊年齢                                
 《定員》 

原則４０名以上とします。 

※定員の 4～5割を 3歳未満児としてください。 

※下の年齢児より少ない定員を上の年齢児で設定することは認められません。 

 《受⼊年齢》 
0 歳児 ～ 5 歳児 

※施設設置地域における保育ニーズ及び「市川市子ども･子育て支援事業計画」等を 

勘案して、乳児を受け入れない定員設定を認める場合があります。 
 

Ｂ２．開園時間                                    
延長保育時間を含めた開園時間は、平日・土曜日ともに下記を原則とします。なお、こ

の時間帯を超えて開園することは妨げません。 
 
7:00 ～ 20:00（最低の開園時間 7：30 ～ 18：30） 
 
※開園時間については、施設設置地域における保育ニーズ等を勘案して、上記の時間帯

を含む 11 時間以上の開園時間の設定を認める場合があります。 

※平日と土曜日の開園時間は同一とすること。 

※開園時間短縮の変更については､入園した利用者に多大な影響が出ることから､利用者

が全くいない時間が継続的に続く等、特段の事情が無い限り行わないこと。 
 

Ｂ３．休園⽇                                     
下記に示す日以外を休園日とすることは認められません。なお、①②を開園日とする場

合は、予め市川市との協議が必要となりますのでご相談ください。 
 
①日曜日 

②国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に定める休日 

③年末年始（12 月 29 日～1月 3日） 
 

Ｂ４．給⾷                                      
  給食は自園調理とし、関係通知を遵守した完全給食を実施してください。 

※完全給食とは開園する全ての曜日について搬入等によらず主食､副食等の全てのメ

ニューを自園調理によって提供する給食のことを指します。 
 

Ｂ５．職員配置等                                   
下記の国通知及び千葉県が定める○ａ～○ｃの法令（以下「千葉県条例等」といいます｡）を

遵守するほか、下記の（１）～（６）によるものとします。なお、申請時点で（２）の要

件を満たす施設長が決定していることを必須とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国通知】 

○特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等の実施上の留意事項に 

ついて（平成 28 年 8 月 23 日府子本第 571 号等内閣府子ども・子育て本部統括官 

等通知） 

【千葉県条例等】 

○ａ児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成 24 年千葉県条例

第 85 号） 

○ｂ保育所設置認可に関する審査基準（平成 25 年 6 月 1 日施行） 

○ｃ保育所設置認可等に関する要綱（平成 25 年 6 月 1日施行） 
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※（２）～（６）に示す「常勤」の定義は下記のとおりとします。 

就業規則において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間（1か月に勤務すべ

き時間数が 120 時間以上であるものに限る。）に達している者。 
 
（１）以下の職員を必ず置くこと。 

①施設長（園長）  ②主任保育士  ③保育士  ④栄養士  ⑤調理員 

（２）施設長の配置については、下記を遵守すること。 

①施設長は、健全な心身を有し、児童福祉事業に熱意があり、園の運営について迅

速かつ的確な判断ができる常勤かつ専任の者であって、認可保育施設において、

幹部職員（施設長・副園長・主任）として 1 年以上の勤務経験を有する者である

ほか、下記の要件のうちいずれか一つを満たす者とすること。 

  ○保育士資格を有し、認可保育所において常勤職員として 2 年以上の実務経験

を有する者。 

  ○児童福祉事業に 2 年以上従事した経験を有し、かつ、国又は国が委託する者

が実施する「保育所長等研修」又は社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福

祉学院が実施する「社会福祉施設長資格認定講習課程」を修了したか、又は

施設長就任日までに受講できる者。 

  ○社会福祉主事の資格を有し、かつ児童福祉事業に 2 年以上従事した経験を有

する者。   

②選定後、やむを得ず施設長予定者を変更する場合は、市が別に求める要件を満た

す者でなければならない。 

③保護者及び地域住民との信頼関係の形成や施設運営の安定を図るため、開設後 3

年間は施設長を変更しないこと（やむを得ず変更する場合は市の同意が必要） 

（３）主任保育士は、クラス担任保育士、フリー保育士、その他保育士の配置を必要と

する事業等の担当保育士のいずれにも充てることなく、専ら主任保育士としての

役割を担う者であって、常勤かつ専任の者とすること。 

（４）保育士の配置については、下記を遵守すること。 

①最低配置人数は、定員を算出根拠とし、上記の【国通知】【千葉県条例等】及び通

常保育以外に実施する事業（要綱の定めと同等の要件を満たして実施する自主事

業を含む）に係る要綱等に定める保育士数とする。 

②①に該当する保育士は、常勤かつ専任の者とすること。ただし、上記の【国通知】 

により非常勤保育士とされる職員については、非常勤での雇用で差し支えない。 

③上記のほか、児童処遇向上と職員の待遇改善のため保育士の加配に努めること。 

※市川市では国基準を超えて常勤保育士を雇用している施設に対し、運営費の加算

を行っております。詳細は別添①をご確認ください。 

（５）栄養士は原則として常勤かつ専任の者とすること。なお、下記に該当する場合は、

栄養管理、保護者等からの相談対応、他の職員に対する栄養学的助言等を含む栄養

士業務を確実に実施する体制が整えられれば、栄養士を配置しているものとみなす。

ただし、②に該当する場合は、②に該当する栄養士に代わる常勤かつ専任の調理員

を配置すること。 

①栄養士免許を所有する者を（６）に示す調理員として配置する場合。 

②同一法人が運営する他の認可保育園、認定こども園又は小規模保育事業所の栄養

士が、設置する認可保育園の栄養士業務を兼務する場合。 

（６）調理員は常勤かつ専任の者とすること。ただし、定員 151 人以上の場合は、3 人

の調理員のうち 1 人を非常勤として差し支えない。また、調理業務を委託する場合

は、調理員を配置しているものとみなす。 
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Ｂ６．通常保育以外の事業（サービス）について                         
設置する認可保育園等の施設設備や職員を活用して通常保育（延長保育を含む）以外の

事業（サービス）を実施する場合、事業の内容によっては「市川市子ども･子育て支援事業

計画」との整合性をとるため、又は認可施設としての実施の妥当性を確認するため、市川

市や千葉県との調整が必要となります。 

なお、通常保育以外の事業を実施する場合は、職員配置や施設設備等において、事業が

継続的に実施できる体制を整える必要があります。 

 
Ｂ７．経理について                                  

開設後の経理については、下記のとおり対応するものとします。 

（１）設置する施設ごとの専用の口座を設け､本市へ登録し､運営費等の入金口座とする

こと。 

（２）「子ども・子育て支援法附則第 6条の規定による私立保育所に対する委託費の経理

等について（平成 27 年 9 月 3 日府子本第 254 号等内閣府子ども・子育て本部統括官

等通知）」に基づいて経理を処理するとともに、社会福祉法人は、「社会福祉法人会

計基準（平成 28 年 3 月 31 厚生労働省令第 79 号）」に基づいて資金収支計算書、事

業活動計算書及び貸借対照表等による会計処理を行うこと。社会福祉法人以外の法

人は、それに準じた会計処理を行うこと。 

（３）設置する認可保育園に適用する経理規程を整備すること。 

（４）会計年度は毎年 4 月 1日から翌年 3月 31 日までとすること。 

 

Ｂ８．その他運営に関する要件                             
 下記の要件をすべて満たすものとします。 

（１）保護者会の設置を妨げないこと。 

（２）苦情解決の仕組みを整備すること。 

（３）社会福祉法人及び学校法人以外の法人の場合は、「保育所の設置認可等について」

第 1の 3(3)に定める運営委員会を設置すること。 

（４）業務上取得した個人情報は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57

号）に基づき適切に取り扱うこと。 

（５）実費負担及び上乗せ負担の設定にあたっては、市川市と協議すること。 

    ※運営費として子ども・子育て支援法に基づく委託費の支出及び市川市単独の委

託費の加算及び補助を予定していますので同じ名目の費用を重複して実費負担､

上乗せ負担として設定しないようにしてください。 

   ※市川市単独の委託費として､開園時間内の延長保育料については､各月 1 日時点

の入園児童全員が延長保育を利用することが出来るよう加算を行っております。

そのため開園時間内の延長保育料については､利用者から徴収しないでくださ

い。 

（６）保育士の定着に努め、保育士の異動がある場合は保育内容に関する十分な引継ぎ

を行うこと。 

（７）地域交流や行事への招待など、近隣住民との良好な関係づくりに努めること。 

（８）千葉県による児童福祉法等に基づく指導監査や、市川市による保育の実施などの

市川市委託事業に関する検査に協力し、指導・指摘があった場合には従うこと。 

（９）苦情の適切な解決に向けた第三者委員、（３）に記載の運営委員会の社会福祉事業

について知識・経験を有する者の選任にあたっては、自らの責任において選任す

ること。※どちらの委員も地域の代表者等に限られるものではありません。 

（１０）市川市が行う新設保育施設に対する運営支援に協力し、指導・指摘があった場

合は改善するよう努めること。 

（１１）第三者評価を開園後５年以内に受審し、保育サービスの質の向上に努めること。 
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（１２）その他、社会福祉法、児童福祉法、子ども・子育て支援法、消防法、千葉県が

定める児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例その他の関係法令

及び通知等を遵守すること。 

 

 

Ｃ．施設及び設備の整備に関する要件                  
 

Ｃ１．施設及び設備                                  
【千葉県条例等】を遵守するほか、下記の（１）～（12）によるものとします。 
 
（１）屋外遊戯場を同一敷地内に確保できない場合は、下記のとおり対応すること。 

①「待機児童解消に向けた児童福祉施設最低基準に係る留意事項等について（平成

13 年 3 月 30 日雇児保第 11 号厚生労働省雇用均等･児童家庭局保育課長通知）」に

基づき代替地となる公園等を指定すること（ただし、管理者の了解を得ること）。 

②代替地は、保育園から概ね 300m 以内に所在し、かつ便所･水飲場･手洗場が設置さ

れていることを原則とする。 

③園児の移動に際して安全が確保できるよう十分に配慮すること。 

④代替地を他の保育園等も利用している場合は、利用時間の調整等を行うこと。ま

た、代替地が公園等の場合、他の利用者がいることに十分配慮すること。 

⑤代替地を指定する場合であっても、保育園の敷地内に可能な限りプール遊びがで

きる環境を確保するよう努めること。 

（２）屋上に屋外遊戯場を設ける場合は、「児童福祉施設最低基準の一部改正について（平

成 14 年 12 月 25 日雇児発第 1225008 号厚生労働省雇用均等･児童家庭局長通知）」を

遵守すること。 

（３）送迎用駐車場等を設置すること。最低４台以上（１台あたり幅員 2.5 メートル、

長さ 5.0 メートル以上のスペースを確保すること）とし、施設規模や地域の実情に

合わせた計画とすること。敷地内に設ける場合は、安全な進入路の確保に努めるこ

と。また、近隣とのトラブルを防止するよう努めること。 

（４）登降園時、道路などに保護者が滞留し、近隣住民の生活の妨げとならないよう対

策を講じること。 

（５）駐輪場及びベビーカースペースを設置すること。また、食材搬入車や緊急車両の

ための駐車スペースを確保すること。 

（６）調理員専用の便所の設置に努めること。やむを得ず設置ができない場合は、手洗

い設備を設けた前室を必置とする。 

（７）児童が使用する便所と調理員が使用する便所を同室に設置しないこと。 

（８）ほふく室及び保育室には児童が使用する手洗い器を設置すること。 
  （９）上記のほか、衛生上区画することが望ましい室等（便所、沐浴室等）については

天井まである扉等で区画するなど、衛生面に配慮すること。 

  （１０）ほふく室及び保育室に設置する棚、ロッカー等については、転倒防止措置を施

すこと。 

  （１１）保育園の出入り口、フェンス等については、防犯に配慮した設計とすること。 

  （１２）医務室は静養できる機能を有し、医薬品等を常備すること。なお、カーテン等

で区画できれば事務室等との兼用は可とする。 
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Ｃ２．近隣説明について                               

（１）事前協議終了後、本申請までに、申請事業者自らが、近隣住民等に対する認可保

育園の整備・開設に係る周知・説明を、下記の①～③のとおり実施すること。 

  ①事前協議終了後、地元自治会長など地域の代表者に計画の概要を説明し、近隣住

民への周知・説明の方法及び範囲の相談を行うこと。 

  ②近隣住民への周知・説明は、市川市と事前協議申請提出時に協議を行った範囲に

説明を行うこと。また、地元自治会長など地域の代表者から説明を行う範囲の指

定を受けた場合はそれに従うこと。 

  ③②の説明方法及び範囲にかかわらず、保育園設置予定地に隣接する土地（隣接す

る土地が道路である場合は、当該道路を挟んで接する土地を含む）及びその土地

に存する建築物の所有者及びこれらの占有者に対しては、戸別訪問により直接面

会のうえ、計画の概要を説明すること。また、説明時には、現段階の施設図面や

保育園の概要などを提示した上で、説明をすること。なお、保育園設置予定地に

隣接していない土地及びその土地に存する建築物の所有者及びこれらの占有者で

あっても、説明範囲内であれば、複数回訪問するなど可能な限り直接面会し事業

計画の概要を説明するよう努めること。 

   ※隣接する建築物が集合住宅である場合は、別途協議を行います。 

（２）近隣住民から意見があった場合は、可能な限り施設整備及び運営計画に反映する

よう努めること。 

  ※本申請において、近隣説明の結果及び意見への対応状況を詳細に報告していただ

きます。 

（３）設置・運営事業者としての評価結果通知を受領した後も、その結果によらず同様

の方法により周知・説明を行うこと。事前協議後の近隣説明を実施した後に辞退

した場合にあっても同様とする。（不選定となった場合又は辞退した場合で、近隣

住民への周知・説明を行わなかったときは、当該申請事業者による次回以降の申

請に影響を及ぼす場合があります。） 

 

Ｃ３．その他整備に関する要件                             
（１）開設日の 1 ヶ月前までに検査済証の交付を受ける（用途変更の場合は工事完了届

を提出する） よう工事工程を組むこと。 

（２）騒音等の環境面に配慮するとともに、近隣住民との調整、紛争解決など、申請事

業者の責任において誠意を持って対応すること。 

（３）施設及び設備の設計に際しては、関係機関と協議調整のうえ、建築基準法及び消

防法等の法令に適合することを確認すること。 

（４）整備に際しては、管轄の消防署及び市川保健所に相談し、指示･指摘等を受けた場

合はそれに従うこと。 

（５）当該施設整備が、市川市宅地開発に係る手続き及び基準等に関する条例（平成 13

年市川市条例第 35 号）の適用を受ける宅地開発事業の場合、同条例第 10 条の規定

による近隣説明を実施する際には、運営事業者も同行し説明を行うこと。 

（６）工事請負や備品購入の契約等にあたり、可能な限り本市に本店を有する者を活用

することとし、市川市暴力団排除条例を遵守すること。 

（７）土地の地目については、保育所の設置が認められる地目とすること。 

（８）上記記載の内容のほか関係法令上必要な手続は、選定後遅滞なく実施すること。 

Ｃ４．施設名称（園名）について                            
  園名は、千葉県内に同一名称の認可保育園がないこと、市川市内に同一名称の特定地域

型保育事業所又は認可外保育施設がないことを条件とします。なお、市民が市川市内の既

存施設と混同するような紛らわしい名称であると市川市が判断した場合には、名称を変更

していただく場合があります。 
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Ｄ．申請・審査のスケジュール                    
Ｄ．申請・審査のスケジュール                    

申請期間として第１次～第２次を設定し、それぞれの申請期間終了後に選考を実施します。

それぞれ事前協議の締切がありますので留意してください。 

 

事前協議 令和 5年 11 月 16 日（木）～令和 6年 3月 29 日（金） 

 【第１次】 

事前協議締切 令和 5年 12 月 15 日（金） 

本申請 令和 5年 12 月 25 日（月）～令和 6年 1月 5 日（金） 

申請事業者運営施設の 

視察 
令和 6年 1月中旬～下旬頃 

申請事業者審査会 令和 6年 1月下旬～2月上旬頃 

審査結果通知 令和 6年 2月中旬～下旬頃 

 

【第２次】 

事前協議締切 令和 6年 3 月 29 日（金） 

本申請 令和 6年 4 月 15 日（月）～4月 19 日（金） 

申請事業者運営施設の 

視察 
令和 6年 5月上旬頃～中旬 

申請事業者審査会 令和 6年 5月下旬頃 

審査結果通知 令和 6年 6月中旬頃 

 

※待機児童数、応募のあった施設の定員及び予算を勘案して、募集を中止することがあ

ります。 

  ※上記スケジュールは変更する場合があります。 
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Ｅ．申請⽅法・審査及び整備の流れ                  
Ｅ．申請⽅法・審査及び整備の流れ                  
 
Ｅ１．事前協議                                    

応募を希望される場合は、本申請の前に必ず事前協議を申し込んでください。 

※事前協議の申込みの前に応募予定の案件について、ご相談ください。 

《受付期間》 
下記の期間中に随時、申し込みを受け付けます。 

 
 
《提出書類》 

 書類 備考・様式 
1 事前協議書 ・【様式第 1号】 
2 運営法人に係る概要調書（事前協議用） ・【様式第 2号】 

・法人パンフレット又は法人の概要がわかる資
料、及び運営施設一覧を添付すること 

3 認可保育園等設置計画概要書（事前協議用） ・【様式第 3号】 
・近隣住民等への説明に係る地図及び説明資料
等を添付すること 

4 認可保育園等設置計画地位置図（事前協議用） ・【様式第 4号】 
5 配置図･平面図･立面図 ・事前協議時点で未作成の場合は不要 
6 直近 3 ヶ年分の運営法人の損益計算

書・貸借対照表 

・代表者の原本証明を付すこと 
 

※上記提出が必要な書類のうち 5 配置図・平面図・立面図以外の書類が不足している場

合は受け付けられません。 
 
《提出部数》 

正本 1部  

 《書類の綴じ⽅》 
サイズはＡ４判（図面はＡ３判）とし、左綴じとしてください。 

 《事前協議の予約及び書類の提出》 
予め電話によりご予約の上、書類を持参してご来庁ください。 

     〒272-8501 市川市八幡 1 丁目 1 番 1 号 3 階 

          市川市こども部 こども施設計画課  TEL：047-711-3061（直通） 
 

※質疑については下記のとおり受け付けます。 
①質疑できる者  ：「Ａ６．申請資格」を満たす者 

②質疑方法    ：質疑書【様式第 5 号】により行ってください。提出は持参又は

ＦＡＸによるものとします。受付期間外に市川市こども部こど

も施設計画課に到着した質疑書にはお答えいたしかねます。 

③受付期間    ：令和 5年 11 月 16 日（木） ～ 令和 6年 3月 29 日（金） 

④質疑に対する回答：到着後概ね 1 週間以内に、質疑内容とともに市川市公式Ｗｅｂ 

サイト上（http://www.city.ichikawa.lg.jp/）に公開いたします。なお、質疑に対

する回答はこの要項と同等の効力を有するものとします。 

⑤提出先：〒272-8501 市川市八幡 1丁目 1番 1号 3 階 

           市川市こども部 こども施設計画課 

TEL：047-711-3061（直通） FAX:047-711-3074 

 

 

 

令和 5 年 11 ⽉ 16 ⽇（⽊）〜令和 6 年３⽉ 2９⽇（⾦） 
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Ｅ２．本申請                                     
《受付期間》 

事前協議終了後、下記期間内に本申請を行ってください。なお、それぞれの期間に事

前協議の締切を設けておりますので留意してください。 

 
 
 

 
 
 
《提出書類》 
  別紙提出書類一覧の通り 
《提出部数》 

・正本 1 部 

・副本（評価委員会議資料）7 部 

 《書類の綴じ⽅》 
①サイズはＡ４版（図面はＡ３版）とし､表紙及び目次を付けて左綴じとしてください。 

②提出書類ごとに合紙等を挟み資料番号を付したインデックスを貼付してください。 

※提出書類に直接インデックスは貼付しないでください。 

   ③資料量に応じたパイプ式ファイルに綴じて下さい。 

※フラットファイル､リングファイル等で書類が提出され申請書類が破損した場合､ 

再提出及び再度の綴込みを求める場合があります。 

 《本申請の予約及び書類の提出》 
予め電話連絡によりご予約の上、書類を持参してご来庁ください。 

    市川市八幡 1丁目 1番 1号 3 階 

      市川市こども部 こども施設計画課  TEL：047-711-3061（直通） 

※原則として提出された資料の内容の変更は認めません。ただし、市が必要と認めたと

きには、追加・補正資料の提出等を求める場合があります。 

 
Ｅ３．申請事業者運営施設の視察                            

審査時の参考とするため、申請事業者が運営する施設（認可保育園、認定こども園又は

小規模保育事業所）を視察させていただきます。視察先施設は、下記に該当する施設を

原則に市川市が指定します。 

 ①原則として、千葉県･東京都･神奈川県･埼玉県に所在する施設。該当する施設がない

場合は、関東圏に所在する施設で千葉県に最も近い場所に所在する施設とする。 

②令和３年度以前に開設した施設のうち直近に開設した施設。ただし、令和３年度以

前に開設した施設がない場合は令和３年度以降に開設した施設のうち最も早く開設

した施設とする。 

③①②に該当する施設が複数ある場合は、今回申請する施設に最も規模が近い施設で

市川市役所に最も近い場所に所在する施設。 

 

Ｅ４．評価（審査）                                      
「市川市保育園等設置・運営主体の評価に関する基準」に基づき設置する評価委員が申 

請事業者の評価を実施します。評価にあたり以下のとおり審査会を開催する予定です。 
 
 
（１）書類評価、視察、申請事業者によるプレゼンテーション及びヒアリングによって

総合的に評価を行います。 

（２）プレゼンテーション及びヒアリングを実施するため、審査会には申請事業者にも

第１次:令和５年１２⽉２５⽇（⽉）〜令和６年 1 ⽉５⽇（⾦） 
（事前協議締切 令和 5 年 12 ⽉ 15 ⽇（⾦）） 
第２次:令和 6 年 4 ⽉ 1５⽇（⽉）〜4 ⽉ 1９⽇（⾦） 
（事前協議締切 令和 6 年 3 ⽉２９⽇（⾦）） 
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ご出席いただきます。 

（３）プレゼンテーションは、その方法やプレゼンテーションに対する評価委員の印象

等は評価の対象にせず、企画提案書の内容を明確に伝えることを目的とします。 

（４）評価合計点が市川市の定める基準評価合計点を上回る申請事業者の中から、評価

の総合計点が最高得点の者を第一順位者とし、以降、得点が高い者から順位をつけ

るものとします。「市川市子ども･子育て支援事業計画」との整合性や選定する施設

数等を勘案した上で、第一順位者から設置・運営事業者を内定いたします。この場

合において、第一順位者の辞退その他に事由により内定が取り消された場合は、順

位の高い者から追加で内定することがあります。なお、申請事業者のすべてが基準

評価合計点を下回る場合は「該当事業者なし」といたします。 
 

Ｅ５．評価（審査）結果通知                                  
結果は、選定可否に関わらず文書によってすべての申請事業者に通知いたします。 

 

Ｅ６．辞退について                                  
事前協議後、又は本申請後であって結果通知前に辞退するときは、いずれも文書（任意

様式）により届け出てください。 

選定後の辞退については、そのタイミングによっては認可保育園の利用を希望される市

民等に大きな影響を与えることがあるため、市川市の同意を必要とします。やむを得ず辞

退を希望される際は、市川市に協議を申し入れてください。 

※辞退届を提出しない場合､次回以降の申請を受け付けません。 

 

Ｅ７．提出書類の取り扱い                               
事前協議又は本申請時に提出された書類は返却いたしません。 

 

Ｅ８．失格要件                                    
以下のいずれかに該当する場合は失格とすることがあります。 
 
①提出書類に故意に基づく虚偽があった場合 

②事業計画の内容が本要項で定めた条件を満たさない場合 

③審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

④過去 3 ヶ年の間に実施された、申請者が運営する児童福祉施設、認可外保育施設及び

申請者の本部等に対する社会福祉法、児童福祉法、子ども・子育て支援法、建築基準

法、消防法、地方公共団体が定める基準又は要綱その他の関係法令及び通知等（以下

「関係法令」という｡）に基づく報告、質問、立入検査又は調査等（以下「監査」とい

う｡）（過去３ヶ年の間に監査の実施実績がない場合は直近に実施された監査）の結果、

監査実施機関から受けた指示、勧告又は命令等に従わなかった等の事案から、関係法

令を遵守して認可保育園を設置･運営することができない恐れがあると認められる場

合 

⑤財務状況及び経営状況に、保育園の安定的な運営に支障が生じる恐れがあると認めら

れる場合 

⑥民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）又は破産法（平成 16 年法律第 75 号）の適用を

受け、申請者に財産的能力がなくなったと認められる場合 

⑦刑事事件その他の不祥事により、申請者の信用が失墜したと認められる場合 

⑧次のいずれかに該当する場合 

ア 申請者又は申請者の役員等（役員、代表者、理事等、その他経営に実質的に関与

している者。以下「役員等」という｡）が市川市暴力団排除条例（平成 24 年市川市

条例第 12 号）第 2条第 1 号に規定する暴力団（以下「暴力団」という｡）、同条第 2

号に規定する暴力団員若しくは同条第 3 号に規定する暴力団員等（以下「暴力団員
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等」という｡）、又は暴力団若しくは暴力団員等と密接な関係を有する者（以下「暴

力団等」という｡）であると認められる場合又は暴力団若しくは暴力団員等が申請者

の事業経営に実質的に関与していると認められる場合 

イ 申請者又は申請者の役員等が、自己、自社･法人若しくは第三者の不正の利益を図

る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団等を利用するなどしてい

ると認められる場合 

ウ 申請者又は申請者の役員等が、暴力団等に対して、資金等を供給し、又は便宜を

供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与

していると認められる場合 

エ 申請者又は申請者の役員等が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められる場合 

⑨事前協議及び本申請の書類で市が再提出を求めた書類について市から提示した期限ま

でに提出しなかった場合 

⑩その他、本要項及び関係法令に違反すると認められる場合 

 

Ｆ．整備費補助及び運営費に対する委託料･補助⾦          
Ｆ．整備費補助及び運営費に対する委託費･補助⾦           
 
Ｆ１．整備費に対する補助⾦                              

整備費に対する補助金は、《創設》と《賃貸物件の改修》の２つのメニューがあります。 

なお、令和 6 年度予算の状況によっては、下記の補助制度から変更する場合があります。 
 

《創設》 
※社会福祉法人、日本赤十字社、公益社団法人、公益財団法人のみ対象 

（１）新設整備に対する補助（就学前教育・保育施設整備交付金・法定分） 
   ①補助対象   ：認可保育園の新設整備のための本体工事、設計料等にかかる費用 

   ②補助対象限度額：定員により異なる（別添②、③参照） 

   ③補助率    ：3/4 

 ※こども家庭庁の創設に伴い、国が定める保育所等整備交付金が他の交付金と統合された

ことから、別添②、③の交付要綱の名称及び内容等に変更が生じる可能性があります。 

 （２）新設整備に対する補助（県単独補助金） 

    ①補助対象   ：認可保育園の新設整備のための本体工事、設計料等にかかる費用  

    ②補助対象限度額：総事業費と 280 万円×定員数とを比較して少ないほうの額から

保育所等整備交付金算定基礎額（（１）法定分の 4/3）を差し引

いた額 

③補助率    ：1/2 

  （３）新設整備に対する補助（市単独補助金） 

    ①補助対象   ：認可保育園の新設整備のための本体工事、設計料等にかかる費用  

    ②補助対象限度額：総事業費と 280 万円×定員数とを比較して少ないほうの額から

保育所等整備交付金算定基礎額（（１）法定分の 4/3）を差し引

いた額 

③補助率    ：1/4 
 
 

《賃貸物件の改修》 
（１）改修費等に対する補助（保育対策総合支援事業費補助金・法定分） 

①補助対象   ：賃貸物件により新たな保育所を設置するために必要な改修等にかかる費用 

②補助対象限度額：補助基準額 

③補助率    ：3/4 
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定員 補助基準額 

40 名～59 名 38,223 千円 

60 名以上 68,801 千円 

※令和 6 年度市川市一般会計市川市保育所等改修費等支援事業費補助金の予算額に 

よって市単独補助金の対象になる場合があります。 

※補助の対象経費となる工事については､一般競争入札により工事事業者の決定を 

行っていただきます。 

一般競争入札の方法については､選定された設置・運営事業者に周知いたします。 

（２）賃借料に対する補助（市単独補助金） 

    ①補助対象   ：開設した月以後 3 年間に発生する建物賃借料（管理費･共益費･付帯設備利用料等は除く） 

②補助対象限度額：下記のとおり 

延床面積 
年間補助 

限度額 

月額賃借料 

限度額 

100 ㎡未満 150 万円 12 万 5 千円 

100 ㎡以上 200 ㎡未満 300 万円 25 万円 

200 ㎡以上 300 ㎡未満 600 万円 50 万円 

300 ㎡以上 400 ㎡未満 900 万円 75 万円 

400 ㎡以上 1,200 万円 100 万円 

         ※国又は他の地方公共団体による補助や子ども・子育て支援法

附則第 6 条第 1 項の規定に基づく委託費において賃借料加算

を受けるときは、相当額を減額して補助いたします。 

③補助率    ：10/10 

※この他に、新設整備に対する補助（県単独補助金）も適用される可能性があります。 

 
Ｆ２．運営費に対する委託費･補助⾦                          

運営費に対する委託費及び補助金については別添①をご確認ください。 

 

 

Ｇ．その他                             
 

（１）施設整備、設置認可申請、開設に至るまでの準備手続については、千葉県及び市

川市と十分に協議しながら進めることとします。 

（２）選定後に申請内容を変更する場合には、市川市と協議の上、合意することを要し

ます。 

（３）選定後であっても、本要項、申請内容及び関係法令等に基づいた保育園の設置･

運営が行えないと判断される場合は、選定を取り消すことがあります。 

   開設後においても、本要項、申請内容及び関係法令等を遵守した運営を行う必要

があります。 

（４）開設後に保育園を廃止又は休止するときは、市川市との協議及び千葉県の承認を

必要とし、運営事業者の意思のみで廃止又は休止を行うことはできません。 

（５）開設後、定員まで児童が入園することを保証するものではありません。 

（６）申請に関する一切の費用は申請事業者の負担とします。 

（７）今回の認可保育園等設置･運営事業者募集に際して市川市が提供する資料を、申請

目的以外で使用することを一切禁じます。また申請目的であっても、市川市の許可

なく第三者に資料を提供したり内容を提示したりすることを禁じます。 

（８）補助金の交付を受けて取得又は整備した財産を目的に反した使用、譲渡、交換、

貸し付け、担保に供する又は取り壊すことは市川市の承認を得る必要があります。 


